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アメリカ法における債権の譲受人に




























































































































Commercial Code、以下、UCC という）第 9 編により規律される（UCC
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権、さらに、譲渡人または譲受人により認証された譲渡の通知を第三債務者
が受領するまでの間に生じる譲渡人に対する第三債務者の抗弁及び請求権に








































































































　流通証券の所持人が、HDC とされるための主要な要件は、UCC§ 3 -302 
(a) ⑵に規定されている。その基本的な要件は、（ 1 ）所持人（holder）であ
ること、（ 2 ）流通証券を取得したこと、（ 3 ）有償（for value）であるこ









　UCC における「有償」は、 一般規定である §1 -204に規定されている
が、UCC 第 3 編における定義は、§3 -303において別段に定められてい
る
（23）













準を順守していること（honesty in fact and the observance of reasonable 





　所持人が HDC とされるためには、§3 -302 (a) ⑵に定める事実について、














者は、自身もしくは先行する所持人とされる者が上記の（ 1 ）から（ ５ ）ま
で全ての要件を満たすことを証明する責任を負う（Id. §3 -308 (b)）。
　 2 　流通証券の正当な所持人の効果
　流通証券の所持人は、証券債務者が抗弁及び減殺請求権を有する場合、そ
れらの抗弁及び減殺請求権に服することとなる（Id. §3 -308 (b)）。流通証
















































的抗弁の範囲は、変化しつつ、上記の現在の UCC 第 3 編に結実している。












UCC 第 9 編においてである。すなわち、抗弁放棄についても、有償である
こと、信義誠実であること、譲渡された債権について他の財産権の主張を知
らないこと、一定の抗弁及び減殺請求権を知らないことを要件として、その
効果を生じる（UCC§9 -403 (b)）。そして、抗弁放棄の効果は、HDC の法
理においても抗弁の切断が否定される物的抗弁の放棄を可能にするものでは










に現れる全米的動向が、統一州法委員全国会議（National Conference of 
Commissioners on Uniform State Laws、以下、NCCUSL という）によ
って作成され、現在までに全州が採用する、UCC である。債権譲渡を規律









４ 月に公表された第 1 仮草案（Tentative Draft No. 1 ）に始まる。その後、
合計 9 つの草案を経て、1952年公式草案（以下、1952年法典という）が公表
される。各草案を経て、1952年法典に至るまで、第 9 編に限られない UCC
全体の起草のポリシーを巡る激しい争いがあり、抗弁放棄の規定もその影響
を強く受けている。本節では、そうした起草過程を検討する。
　（ 1 ）1949年 ５ 月草案
　最初の第 1 仮草案は、棚卸資産リーン（inventory lien）が中心となって
おり、債権については、棚卸資産リーンの及ぶ対象として売掛債権を扱うの
みであった。債権譲渡それ自体が扱われるようになる最初の草案は、次の























































































































































し、NYLRC の最終レポートが1952法典 § 9 -206に対して明確な反対を示
して以降は、状況が一転する。
　1956年の編集委員会提案では、1952年法典、草案で消費者物品の売主によ
る抗弁放棄の効力を制限していた § 9 -206⑴が削除され、その他の抗弁放









ルペーパーに関する第 3 編のもとで有価証券の HDC に対して主張可能な
種類の抗弁を除く、請求権及び抗弁を知らずに譲渡を受けた譲受人により

























　UCC 第 9 編の起草者の Gilmore によれば、起草の初期においては、消費
者金融上の問題を幅広く扱うことが考えられていたが、そうした計画は最
終的に断念され、消費者保護は、裁判所または各州の割賦販売法（Retail 






















照することがある）。なお、これらの判例は、UCC 第 9 編が適用される前後
を通して示されたものであり、その影響力は否定しえないが、特に消費者販
売の事案においては、UCC 第 9 編が中立的立場を採用したことを鑑みるな
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Fairfield Credit Corp. v. Donnelly, 158 Conn. 543, 264 A.2d 547, ７ U.C.C. Rep. 
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396, 547 P.2d 846, 18 U.C.C. Rep. Serv. 1311 （1976）/ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー：［19］ 
Toker v. Perl, 108 N.J. Super. 129, 260 A.2d 244, ７ U.C.C. Rep. Serv. 194 （App. 
Div. 1970）；［20］ Unico v. Owen, 50 N.J. 101, 232 A.2d 405, ４ U.C.C. Rep. Serv. 
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　前章で述べたように、UCC 第 9 編には、1952年法典以来、抗弁放棄の効




弁放棄の有効性を承認する（［ 1 ］［ 2 ］［ ６ ］［11］［12］［13］［15］［16］
［21］［25］［28］）。UCC 第 9 編の規定に基づいてなされた抗弁放棄は、公序
（public policy）に反するものではないとされ（［ 2 ］［ ６ ］［15］）、その規定
と別に抗弁放棄を制限するのは立法の役割であるとする（［11］）。






















［ ４ ］American Nat. Bank of San Francisco v. A.G. Sommerville, Inc.
事件判決













































































［ ４ ］American Nat. Bank of San Francisco v. A.G. Sommerville, Inc.
事件判決
　事案は本節 1 （ 1 ）と同様であり、抗弁放棄の有効性が問題となってい
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（ 1 ）筒井健夫＝村松秀樹「一問一答 民法（債権関係）改正」159頁（商事法務、
2018）。












の対抗（一）（二）」志林90巻 1 号115頁（1992）、91巻 3 号45頁（1994）がある。本
稿も同論文に負うところが大きい。
（ ７ ）木南敦「アメリカ合衆国における譲渡禁止条項の効力」論叢110巻 ４ ＝ ５ ＝ ６ 号
256頁、257-259頁（1982）。
（ ８ ）See John J. Gound et al., Civil ProCedure 602-603（６th ed. 1993）.
（ 9 ）See Olvera v. Blitt & Gaines, P.C., 431 F. 3d 285, 287 （７th Cir. 2005）； Bradley 




いる。 See 3 E. allan Farnsworth, ContraCts §11.11 （４th ed. 2019）； ４ arthur 
linton Corbin, Corbin on ContraCts §897 （1951）.
（11）See 28 Am. Jur. 2d §198 （2019）.
（12）See Frederick K. Beutel, Negotiability by Contract, 28 ill. L. rev. 205, 209-
210 （1933）. 禁反言（estoppel）と放棄（waiver）とは、法理論として異なるが、
機能が類似することから並列して論じられることが多く、以上の説明には説得力が
あるものといえる。See 28 Am. Jur. 2d § 183 （2019）.
（13）See UCC § 9 -403 cmt. ４ （2019）.
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（14）See Walter D. Navin, Jr., Waiver of Defense Clauses in Consumer Contracts, 
48 N. C. L. rev. 505, 507 （1970）.
（15）Grant Gilmore, The Assignee of Contract Rights and his Precarious 
Security, 74 Yale L. J. 217, 231 （1964）, reprinted in 2 Grant Gilmore, seCuritY 
interests in Personal ProPertY§41.5 （1965）.
（16）1 eldon h. reileY, seCuritY interests in Personal ProPertY§19；20 （3d ed. 
2000）.












に挿入する慣行が形成されてきたとされる。See Navin, Jr., supra note 14, at 508; 
Myron L. Erickson, Demise of Holder in Due Course, Waiver of Defense, and 
Interlocking Loan Lender Defenses in Consumer Transactions, 15 S. tex. L. J. 
236, 255-256 （1973）. See also Grant Gilmore, The Commercial Doctrine of Good 
Faith Purchase, 63 Yale. L. J. 1057,1094-1095 （1954）; General Elec. Credit Corp. 
v. Tidenberg, 78 N. M. 59, 428 P. 2d 33, 40 A. L. R. 3d 1151 （N. M. 1967）.





James steven roGers, the earlY historY oF the law oF bills and notes 186-
193 （1995）.
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（20）Swift v. Tyson, 41 U. S. 1, 16 Pet. 1 （U. S. 1842）. See Goodman v. Simonds, 
61 U. S. 343, 20 How. 343 （U. S. 1857）; David J. Benson & Alphonse M. 
Squillante, The Role of the Holder in Due Course Doctrine in Consumer Credit 
Transactions, 26 hastinGs L. J. 427, 428 （1974）.
（21）2002年改正の UCC 第 3 編を前提に論じる。もっとも，同改正は，現在までに
わずか12の法域でしか採用されておらず，その他のほとんどの州では1990年改正の
UCC 第 3 編が採用されている。
（22）See, e. g., James J. white, robert s. summers & robert a. hillman, 
uniForm CommerCial Code §18：2  （６th ed. 2013 & Supp. 2017）.
「UCC § 3 -302　正当な所持人










権を知らず、（vi）一方当事者が § 3 -305（a）に定める抗弁、または、減殺請
求権を有していることを知らずに取得した。」
　UCC の邦訳として、 第 3 編について、 田島裕 『UCC コンメンタリーズ第 2 巻』 
（レクシスネクシス・ジャパン、2007）など、第 9 編について、米国商事法金融
法実務研究会「米国統一商事法典第 9 章（1998年度改正版）の紹介⑴～（11・
完）」際商27巻 ６ 号（1999）～28巻 ５ 号（2000）、田島裕『UCC コンメンタリー
ズ第 3 巻』（レクシスネクシス・ジャパン、2007）などがある。本稿の訳出にお
いても、参考とさせていただいた。















要ないためであるとされる。See UCC§ 3 -302 cmt. 2 ; white, summers & hillman, 
supra note 22, §18:5.
（25）See white, summers & hillman, supra note 22, § 18:8.
（26）UCC § 3 -103 cmt. 4.















て負っている金額を減額する限りにおいてのみ、 主張しうる。」 （（b） 以降は省略）
（28）これに加えて、HDC は、証券とその代償物の物権的請求権の影響も受けない
（UCC§ 3 -306）。
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（29）See§ 3 -305 cmt. 1.
（30）See FrederiCk h. miller & alvin C. harrell, the law oF modern PaYment 
sYstems § 6.2 （2d ed. 2017）.
（31）See id. cmt. 2. もっとも、売買契約において、売主が小切手、約束手形で支払
いを済ませ、商品を受領した（accept）後にその商品の瑕疵が発覚した場合、売買
を規律する UCC 第 2 編のもとでは、売主は売買代金債務を免れず、ただ表明保証
違反を理由とする減殺請求権を行使することができるのみとされる。See § 3 -305 
cmt. 3.
（32）See miller & harrell, supra note 30, §3.3 ［ 1 ］ ［a］.
（33）UCC 第 3 編の前史にあたるものとして、1896年に統一法として提案され、後
に全州で採用された統一流通証券法（Uniform Negotiable Instruments Act）が
あり、HDC については、同法の §§52, 57で規定されている。５ uniForm laws 
annotated （1943 & Supp. 1967）. なお、同法においては、物的抗弁と人的抗弁の
区別がなされておらず、そのような区別を廃止したものとの理解もなかったわけで
はないが、ほとんどの判例、学説は、従前から認められてきた物的抗弁と人的抗
弁との区別を維持しているとされるから、この点でも現在の UCC 第 3 編の HDC
の法理と大きく異なるものではない。See ameriCan institute oF bankinG seCtion 
ameriCan bankers assoCiation, neGotiable instruments with Case Questions 
98-99 （1947）； 3 euGene allen wermuth & william Charles Gilmore, modern 
ameriCan law §119 （1921）. See also James barr ames, a seleCtion oF Cases 
on the law oF bills and notes 811-813 （1894）. 統一流通証券法の起草過程及びそ
の後の議論は、 Amasa M. Eaton, The Negotiable Instruments Law: Its History 
and Its Practical Operation, 2 miCh. l. rev. 260 （1904）に詳しい。
（34）See Navin, Jr., supra note 14, at 509.
（35）角紀代恵『受取勘定債権担保金融の生成と発展』116-121頁（2008）参照。
（36）See 68A Am. Jur. 2d §402 （2019）
（37）Tentative Draft No. 2 -Article VII Secured Commercial Transactions （Aug. 
6, 1948） §301, reprinted in ５ UCC draFts 133 （E. Kelly ed. 1984）.
（38）このような規定は、当時の判例法において、表明保証違反を理由とする抗弁に
ついては放棄が可能であるとする一方で、詐欺を理由とする抗弁の放棄を否定する
という趨勢があり、これを反映したものと思われる。See Narvin, Jr., supra note 
14, at 526-528.
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（39）UCC （８ May 1949 Draft） § ７ -108, reprinted in ８ UCC draFts 87 （E. Kelly 
ed. 1984）.
（40）Id. § ７ -108 cmt.
（41）UCC （Sep. 1949 Revisions） § ８ -206, reprinted in ８ UCC draFts 316 （E. 
Kelly ed. 1984）.
（42）Allan R. Kamp, Downtown Code: A History of the Uniform Commercial 
Code 1949-1954, 49 buFF. L. rev. 359, 443 （2001）.
（43）UCC （Oct. 1949 Revisions） § ８ -206, reprinted in ８ UCC draFts 496 （E. 
Kelly ed. 1984）.
（44）UCC （May 1950 Proposed Final Draft） § 9 -209, reprinted in 11 UCC draFts 





（46）UCC （Spring 1950 Proposed Final Draft） § 9 -209 cmt. 4.
（47）Id. § 9 -209 cmt. 5.
（48）UCC § 9 -208 （Sep. 1950 Revisions）, reprinted in 11 UCC draFts 402 （E. 
Kelly ed. 1984）; UCC § 9 -206 （Spring 1051 Proposed Final Draft No. 2）, 
reprinted in 12 UCC draFts 253 （E. Kelly ed. 1984）；§ 9 -206 （Nov. 1051 Final 
Text Edition）, reprinted in 13 UCC draFts 241 （E. Kelly ed. 1984）.
（49）See Kamp, supra note 42, at 443-444.
（50）UCC § 9 -206 cmt. 2. （1952）
（51）See Robert Braucher, The Legislative History of the Uniform Commercial 
Code, 58 Colum, l. rev. 798, 801 （1958）
（52）Report of the Association of the Bar of the City of New York （1953）, 
reprinted in 15 UCC draFts 318 （E. Kelly ed. 1984）.
（53）See Kamp, supra note 42, at 465-468.
（54）See id. at 468. See also Braucher, supra note 51, at 803.
（55）leG. doC. No. 65 （A）, at 50 （1956）, reprinted in state oF new York 
law revision Commission, rePort and aPPendiCes relatinG to the uniForm 
CommerCial Code 60 （1980）. なお、ニューヨーク州法の状況、及び、ヒアリング
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の内容は、leG. doC. No. 65 （H） （1954）に収録されている。
（56）UCC Supplement No. 1 （1955）, reprinted in 17 UCC draFts 501 （E. Kelly ed. 
1984）.
（57）UCC （1956 Recommendations of the Editorial Board） § 9 -206, reprinted in 
18 UCC draFts 270-271 （E. Kelly ed. 1984）.
（58）UCC § 9 -206 cmt. 2. （1957）.
（59）Gilmore, supra note 6, at 232. See also Robert H. Skilton & Orrin L. 
Helstad, Protection of the Installment Buyer of Goods under the Uniform 
Commercial Code, 65 miCh. l. rev. 1455, 1468 （1967）.
（60）39 A. L. R. 3d 518 （1971 & Supp. 2019）.
（61）American Nat. Bank of San Francisco v. A. G. Sommerville, Inc., 191 Cal. 
364, 370, 216 P. 376, 378 （1923）.
（62）Fairfield Credit Corp. v. Donnelly, 158 Conn. 543, 551, 264 A.2d 547, 551 
（1969）.
（63）Motor Contract Co. v. Van Der Volgen, 162 Wash. 449, 455, 298 P. 705, 707 
（1931）. 以下、引用部分の〔 〕内は、筆者による補足である。
（64）American Nat. Bank of San Francisco, 191 Cal. at 372, 216 P. at 379.
（65）Unico v. Owen, 50 N. J. 101, 112-117, 232 A. 2d 405, 411-414 （N. J. 1967）.
（66）密接関連性の法理に関する多くの判例があるが、主要なものとしては，アーカ
ンソー州最高裁判所の Commercial Credit Co. v. Childs, 199 Ark. 1073, 137 S. W. 
2d 260 （1940）と、同判決を洗練させたものとして、カリフォルニア州最高裁判所
のCommercial Credit Corp. v. Orange Cty. Mach. Works, 34 Cal. 2d 766, 214 P.2d 
819 （1950）、フロリダ州最高裁判所のMut. Fin. Co. v. Martin, 63 So. 2d 649 （Fla. 
1953）がある。Unico 事件判決もこれらの判決を基礎として検討している。判例の
整理は，桶舎（一）・前掲注（ ６ ）125-133頁に詳しい。
（67）James J. white & robert s. summers, handbook on the law under the 
uniForm CommerCial Code §14- ８  （1972）. See also Allan Axelrod & Joseph 
Barry, Holder in Due Course - A Memo to Poverty Lawyers, 22 rutGers l. rev. 
281, 2294 （1968）.
（68）See white & summers, supra note 67, §14- 8. See also Neil O. Littlefield, 
Good Faith Purchase of Consumer Paper: The Failure of the Subjective Test, 39 
S. Cal. L. rev. 48, 65-74 （1966）. 桶舎（一）・前掲注（ ６ ）135-137頁。
アメリカ法における債権の譲受人に対する抗弁の放棄（ 1 ）（小島）　137
（69）判例の中には、商人間の取引においても、同様にして、抗弁放棄を否定するも
のがあると指摘されている。See Navin, Jr., supra note 14, at 542-543. See also 





（estoppel by contract）の成立を否定するものの、行為による禁反言（estoppel 
by conduct）が成立する余地があることを認める。特に、販売契約においては、
目的物の引き渡しがなされるより前、極端な場合には契約締結時に、売主が履行完
了証明書（complete certificate）を発行されることがあり、これと抗弁放棄とが禁
反言の問題を生じることとなる。
　　また、表明保証の放棄（disclaimer）が所定の方法によってなされる場合に
は、抗弁の放棄（waiver）によらず、表明保証が免除されることとなる（UCC § 
2 -316）。
